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1. 計画目的 
この計画は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法

律（平成 16 年法律第 112 号、以下「国民保護法」という。）第 36 条第 1
項及び第 182 条第 2 項の規定に基づき、広島バス株式会社の業務に係る武

力攻撃事態等（武力攻撃事態及び武力攻撃予測事態をいう。以下同じ。）に

おける国民保護のための措置（以下「国民保護措置」という。）及び緊急対

処事態における緊急対策保護措置の的確かつ迅速な実施に資することを目

的とする。 
 
2. 基本方針 

武力攻撃事態等において国民保護法その他の法令、国民の保護に関する基

本指針（平成 17 年 3 月 25 日閣議決定）、広島県の国民の保護に関する計画

及びこの計画に基づき国民の協力を得つつ他の機関と連携協力し、その業

務に関する国民保護措置の的確かつ迅速な実施に万全を期することを目的

とする。 
 

国民保護措置の実施に当たっては国民保護措置その他の法令、「国民の保護

に関する基本方針、広島県の国民の保護に関する計画及びこの計画に基づ

き、自ら業務に係る国民保護措置を実施するものとし、次の点に留意して

業務遂行を実施する。 
 
(1) 間係機関との連携 

国民保護措置に関し、平素から関係機関との連携体制に努めるものとす

る。 
 

(2) 国民保護措置の実施に関する自主的判断 
国民保護措置を実施するに当たっての実施方法等については、地方公共

団体から提供される情報を踏まえ、武力攻撃事態等の状況に即して自主

的に判断するものとする。 
   

(3) 安全の確保 
国民保護措置を実施するに当たっては、地方公共団体の協力を得つつ、

当社社員の他、当社の実施する国民保護措置に従事する者の安全確保に

配慮するものとする。 
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(4) 輸送の実施 
地方公共団体の長より、避難住民の輸送に関する指示が行われた場合に

は、国民保護法に基づき、所要の措置を的確かつ迅速に実施するものと

する。 
 
3. 輸送に関する対策 

(1) 平素から広島県（以下、県という）、指定地方公共機関等の関係機関と

の間で、国民保護措置の実施における連絡体制の整備に努めるものとす

る。また、地方公共団体が避難住民の運送を実施するための体制の整備

を行うに当たっては、連絡先の提供、輸送力及び輸送施設に関する情報

の提供など必要な協力を行うよう努める。 
 
(2) 緊急対策本部の設置等 

広島県知事（以下、県知事という）により、広島県国民保護対策本部が

設置され報告があった時には必要に応じ、広島バス緊急輸送等の輸送対

策本部を設置する。（以下「広島バス本部」という。）本部体制は現行緊

急業務対応（安全マネージメント構成に準じた）を運用する。 
 

指揮本部長は、運輸、観光担当役員→ 運輸部長→営業課長→運転者 
（代理：執行役員運輸部長）→（運輸、安全教育課長）→（輸送車両運転従事者） 

 
(3) 県知事からの警報または避難の指示通知を受けた場合は、社内で整備さ

れている体制に基づき、迅速かつ確実に車内に伝達するとともに、内容

に応じて必要な体制確保に努める。 
 
(4) 県からの指示により自らの管理施設（車庫、駐車場、休憩場等）及び車

両等について、安全確保に充分配慮し巡回等の安全確保の為の措置を講

ずるよう努める。 
 
(5) 自ら管理する施設等について、輸送利用者や旅客の誘導が必要になった

場合には、的確かつ迅速な判断にて災害や事故への対応に準じてこれら

の者の適切な誘導に努める。 
 
(6) 国民保護措置のための備蓄と防災のための備蓄とが相互に兼ねること

ができるよう、防災のための備蓄の品目、備蓄量、備蓄場所、物資及び

資材の要請先の把握等に努める。 
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4. 輸送の実施 
(1) 広島バス本部は、県からの情報に基づき、社内において国民保護措置に

関する情報集約、連絡を車内で共有し輸送に対する必要な総括業務を実

施する。 
 
(2) 指揮指示について 

広島バス本部は、地方公共団体からの輸送指示をされた場合は、各営業

課（車庫）に輸送態勢指示を発令する。 
 

(3) 広島バス本部は、緊急輸送対応実施に対応できる体制が設置された時、

県に連絡を行うものとする。 
 
(4) 広島県国民保護対策本部長による総合調整が行われた場合には、その結

果に基づき、所要の措置を迅速かつ的確に実施するように努める 
 
5. 各営業課（車庫）対応体制確立 

(1) 各営業課（車庫）は、広島バス本部が設置された場合には、必要に応じ、

広島バス本部指示の元、当該営業課長を長として対応体制を確立する。 
 
(2) 各営業課（車庫）は、対応体制が確立したときはその旨を広島バス本部

に連絡する。 
 
6. 輸送の維持と情報提供 

地方公共団体の長より、避難住民の輸送の求めがあった場合には、資機材

の故障等により当該輸送を行うことができないなど正当な理由がない限り、

これらの輸送を的確かつ迅速に行うものとする。 
 
輸送の実施に当たっては、当該輸送の求め等を行った者より提供される安

全に関する情報に基づき、当該輸送に従事する者に危険が及ぶことがない

よう安全を第一とする。また運行環境等は現場責任者が広島バス本部指示

を判断して安全確保のための必要な措置を講ずるものとする。 
 
他の指定公共輸送事業者等と連携し、道路状況等障害について連絡を行い、

輸送者の安全、輸送の確保に努めるものとする。 
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運行状況等の情報提供は会社ホームページ等を活用し、旅客等に対して適

時かつ適切に輸送状況等の提供に努める。 
 
管理する施設等の被災の状況、国民保護措置の実施状況、運行状況など  

武力攻撃事態等に関する情報を迅速に収集するものとし、必要に応じ県に

報告する。 
 
7. 特殊標章等の交付等 

国民保護措置を実施するに当たって、国民保護法第 158 条第 1 項に基づく

特殊標章及び身分証明書を使用する場合には、県知事から許可を得て適切

に使用するものとする。 
 
8. 緊急対処事態への対応 

緊急対処保護措置の実施体制並びに措置の内容及び実施方法については国

民保護措置の定めに準じて行う。 
 
9. 計画の適切な見直し 

適時この計画内容につき検討、必要が生じたと認めるときは、自主的にこ

れを変更するものとし、変更を行った場合は県知事に報告、関係市町へ通

知するとともにホームページ等において公表する。なお、軽微な変更であ

る場合は、県知事への報告は行わない。 
 
この計画を変更するため必要があると認めるときは、関係指定行政機関の

長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長並びに指定公共機関及び

指定地方機関並びにその他の関係者に対し、資料または情報の提供、意見

の陳述その他必要な協力を求める。 
 
補 この国民保護法及び国民保護措置についての広島バス株式会社の計画及び

実施方法については平成 19 年 4 月 1 日より施行とする。 
 
 
平成 25 年 4 月 1 日一部改正 


